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平成 2 9 年（行コ）第 1 3 2 号 事業認可処分取消請求控訴事件
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第1 控訴の趣旨に対する答弁

1 本件控訴をいずれも棄却する

2 控訴費用は控訴人らの負担とする

との判決を求める。

第2 被控訴人の主張

1 はじめに

NO. 2678 P. 4 

本件は ， 控訴人らが， 被控訴人に対し， 本件事 業地に本件道路を整備すると

とを内容とする本件事業の認可申請（乙第1号証）について ， 国土交通大匝か

ら権限の委任を受けた関東地方整備局長が平成 24 年 9 月 7 日付けで本件施行

者に対して行った本件処分 （甲第6号証 ） の取消しを求める事案である Q

被控訴人の事実上及び法律上の主張は， 原審口頭弁論において述べたとおり

である。

これに対し ， 控訴人らは ， 平成 2 9 年 6 月 3 0 日付け控訴理由書（以下「控

訴理白書」という。）及び平成 2 9 年 7月31日付け控訴理由補充書（以下「控

訴理由補充書Jという。）において， 原判決の判断に誤りがある旨主張するが ，

その内容は ， いずれも原審における主張の繰り返しか ， あるいは， 独自の見解

に基づいて原判決を論難するにすぎず 』 控訴人らの主張はいずれも理由がない

ことが明らかである。したがって ， 控訴人 の請求を棄却し， その余の控訴

人らの訴えを却下した原判決の判断は正当であって， 本件控訴には理由がない

から， 速やかに棄却されるべきである。

以下においては ， 被控訴人は ， 念のため ， 控訴理由書及び控訴理由補充書に

おける控訴人らの主張に対し 』 必要と認める限度で反論する。

なお， 略語等は， 原判決の例による。

2 本件都市計画決定に旧都市計画法 3 条違反の違法はないこと

(I） 控訴人らは， 原判決が，「臨時措置法の上記規定内容に照らせば， 同法1項
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1号の規定は， 大東亜戦争遂行との関係 で行政簡素化の 必要が生じた ときに

のみ適用されるものであり， 同戦争の終結とともに失効したものと解する余

地がある。したがって ， ζのような解釈を前提とすれば ， 本件都市計画決定

には， 旧都市計画法3条の規定による内閣の認可を受けなかった隈抗が存在

する可能性があるものというこ とができる。しかしながら， 仮に本件都市計

画決定に上記の隈艇が存するとしても ， 現行の都市計画法が施行された後に，

都市計画の策定権 者である参加人（東京都知事 ）が，本件都市計画を変更し，

変更後の本件都市計画を是認した ことにより ， 上記のJ目抗は治癒されたもの

と解するのが相当 であるから， 本件処分が旧都市計画法3条違反の違法な都

市計画を前提 としてされたものである ということはできない。Jと判示した

（原判決第 3の 2 (3） ・ 5 6及び 5 7 ペー ジ）乙とに対し， 「原判決が臨時措

置法の効力について ， 戦時の終結とともに失効したと解するのは正当であ

る。Jとしつつ（控訴理白書第 l 0の 1 ・ 43 ペー ジ） ， 「旧都市計画法下にお

いて ， 都市計画決定に内閣の認可が 必要とされた趣旨は ， 国の都市計画全体

を見渡しての慎重な判断を内閣の認可によって確保しよう とした趣旨 と解さ

れる。」とした上， 「昭和6 1年の都市計画変更では， 外環の 2全体について，

その計画の 必要性等は 一切検討されることはなかった（括弧内省略）。かかる

部分廃止決定によって， 都市計画全体についてなされる外環の2の 必要性に

関する内閣の認可の欠触が治癒されることはあり得ず， 原判決の認定は失当

である。」と主張する （控訴理白書第 1 0の 2 ・ 43及び 44 ペ ー ジ）。

(2） しかしながら， 「戦争の終結 と ともに失効したもの と解する余地がある。j

「 このような解釈を前提 とすれば，（中略）隈庇が存在する可能性がある」（傍

点引用者） との判示から 明らかなとおり， 原判決は， 臨時措置法が戦争の終

結とともに失効したとの解釈を確定的に採用したもの ではなく， 仮にこのよ

うな解釈に立った場合 』 本件都市計画決定には， 内閣の認可を受けなか、コた

隈庇が存する可能性があるものの， その場合でも隈枕は治癒されていること

4 
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から， 臨時措置法が戦争の終結により失効したかどうかにかかわらず， 本件

処分が 旧都市計画法3条違反の違法な都市計画を前提としてされたものでは

ない旨判断したものである。

したがって， 臨時措置法が戦争の終結とともに失効したとの解釈を原判決

が採用したことを前提とする控訴人らの主張は ， 原判決を正解しないもので

ある。

なお 』 臨時措置法（昭和1 8 年3月1 8日公布・施行 。乙第1 0号証）は，

行政の簡素化という趣旨から制定された法律であり ， 同法の「大東亜戦争ニ

際シ」 という文言は， 法得制定の動機を示したにすぎず ， 大東亜戦争遂行と

の関係で行政簡素化の 必要性が生じたときのみ発動できるなどという要件を

定めたものではない（乙第 1 1号証 2 7 ペー ジ）。行政の簡素化という 同法の

趣旨については ， 同法制定時の政府の提案理由においても明らかにされてお

り（乙第 1 2 号証 2 及び3 ペー ジ） ， 大東亜戦争の終結後においても ， 行政の

簡素化という趣旨を踏まえて， 同法は ， なお 実効性のある法律として運用さ

れていたものである（乙第11号証2 7 ペー ジ）。この 点については， 同法に

基づいて制定された臨時特例が， 原審被告準備書面（3）第 4の 3 ( 1 0及び 1

1 ペー ジ） のとおり n 戦後においても ， 戦災地における都市計画の施行に万

全を期すため， 昭和44年に廃止されるまで， 必要に応・じた数次にわたる改

正がされている ことからも明らかというべきである 。

また， 同法は， 上記の とおり行政の簡素化 という趣旨から制定された法樟

であり， 一定の有効期限を 付した限時法ではなく， 法令自体に有効期限の定

めのない臨時法であって， 法令の廃止行為がなければ効力を失わない。 そし

て， 同法は， 平成 3 年法律第 7 9 号（乙第 1 3 号証3 ペー ジ） により廃止手

続がとられ， その施行日が 平成4年 同法政令第1 6 0号（乙14号証） によ

り平成4年5月2 0日 とされているのであるから， 同日に廃止されるまでは

有効に存続していたととは明らかである。

日
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したがって，本件都市計画決定に ， 「旧都市昔｜画法 3条の規定による内閣の

認可を受けなかった取1jltJ はない。

(3）前記（2）の点をおくとしても ， 原判決も正し〈判示するとおり， 臨時措置法

の効力について ， いかなる解釈を採用するにせよ ， 参加入において， 本件都

市計画を変更する旨の決定をし， 昭和61年1月21日，これを告示した（甲

第 7 号証の 2， 甲第 48号証， 丙第 2 0 号証） ζとからすれば， 本件都市計

画決定に ， 旧都市計画法 3条違反の暇庇が存すると解する余地はない。

乙の点 ， 控訴人らは ， 前記（I)のとおり， 上記変更決定においては， 外環の

2 全体の必要性について「慎重な判断」がされなか、コたと とを理由に， 問変

更決定によって暇抗が治癒されると とはないと解するようである。

控訴人らが このように解する根拠は， 旧都市計画法 3条において n 「都市計

画決定に内閣の認可が必要とされた趣旨は， 国の都市計画全体を見渡しての

慎重な判断を内閣の認可によって確保しようとした趣旨と解されるJ（控訴理

由書第 1 0の 2 ・ 4 3ペー ジ） 点にあるが ， 同条の趣旨を そのように解すべ

き根拠は不 明である上， 現行の都市計画法に 基づき， 適法な手続を経て上記

変更決定がされているにもかからわず， 現行の都市計画法の施行に伴い廃止

された旧都市青｜画法の規定の解釈を理由として問変更決定による破庇の治癒

を否定すべき理論的根拠も 明らかでなく， 控訴人らの主張は， 、独自の解釈と

いわざるを得ない。

(4）したがって， 本件都市計画決定に旧都市計画法 3条違反の違法はなく ， 乙

の点に関する控訴人らの前記（ I)の主張は理由がない。

3 控訴人 を除くその余の控訴人らに原告適格は認められないこと

( I) 控訴人らは， 原判決が， I練馬3キロ区間に係る都市計画事 業が実施される

ことにより上記の 被害を受けるお それがある ことは ， 本件事業の認可 （本件

処分） の取消しを求めるについての法律上の利益を 基礎付けるとはいえな

い。」と判示した （原判決第 3の 1 ・ 30ペー ジ） と とに対し， 「存続の是非
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が問題となっている道路計画においては， その 一部区間の事業認可は， 計画

の存続への影響 という 点において， 計画地沿線住民の重大な関心事 であり，

かつ， 沿線住民の今後の生活設計に重大な影響を与える。したがって， との

ような場合には 』
一部区間の事業認可 といえども， 事業認可されていない区

間の沿線住民にも道路建設の生活や健康等への影響が認められる限り ， 原告

適格が認められるべきである。J， 「控訴人 を除く原告らは， 練馬区内3キ

ロ区聞の沿線住民であるが ， 外環の 2計画が存続し ， 道路建設が行われれば

（中略）大気汚染や地域住民の取組みや生活に重大な影響を及ぼす o」などと

主張する（控訴理由書第 1 1 ・ 44 ペー ジ， 控訴理由補充書第2の 1 ・ 3及

び4 ペー ジ）。

(2） しかしながら ， 本件処分は， 東京都練馬区東大泉2丁目から 同区石神井町

8丁目までの延長 10 0 0メ ー トルの区間に係るもの であり ， 練馬 3キロ区

聞に係るものではない 。

行政事件訴訟法 9条 1 項に規定されているとおり， 「法律上の利益Jは「当

該処分」について検討されるべき であり， 上記 10 0 0メ ー トルの区間につ

いてされた本件処分の原告適格を検討するに当たって ， とれと異なる区間で

ある練馬3キロ区間の道路建設による影響を考慮することはできない。

したがって ， 控訴人 除〈その余の控訴人らの原告適格に関する控訴

人らの前記 (I）の主張は理由がない。

第3 結語

以上のとおり，本件控訴は理由がないから，速やかに棄却されるべきである。

以 上
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